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1.まえがき

本報告書は､社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会(ADCA)が､ 1996年3月5日

より同年3月25日までの21日間にわたってネパール王国において実施した､プロジェク

ト･ファインデイング調査結果を取りまとめたものである｡調査対象案件は次の2件であ

る｡

1 )国営港概システム維持管理改善計画(水資源省潅親局､.開発調査)

2 )食糧流通･加工支援体制改善計画(供給省食糧供給公社､開発調査)

プロジェクト･ファインデイング調査は､社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会

(ADCA)から派遣された以下の2名の団員により実施された｡

団 長

農業経済

村本俊一 日本工営珠式会社

深坂友一 日本工営株式会社

調査団は現地調査及び資料収集において､ネパール王国政府機関のご協力を頂き円滑

に調査を逐行できた｡又､今回の調査を行なうに当たっては､在ネパール国日本大使館

印藤一等書記官､中屋二等書記官､国際協力事業団ネパール事務所の渡連所長､内田次

長､潅概局笹野専門家､農業省佐分利専門家に多大なる助言とご協力を頂いた｡これら

の方々に対し深甚なる謝意を表する次第である｡

平成8年3月

ネパール王国

プロジェクトファインデイング調査団長

村 本 俊 一



2.計画の背景

2.1 国土及び人口

ネパールはインドと中国の間にはさまれた内陸国で､東経80o 00-から88o 15-､北緯

26o 15-から30o 30-の間に位置し､ 147,200km2の国土面積を持つ｡地勢的に､テライ平

野､丘陵､及び山岳地帯の3つに大きく分けられ,山岳及び丘陵地帯が約113,200km2

で全国土面積の77%を占め､残り23%(約34,000km2)がテライ平野となっている.

1994/5年の総人口は約2,036万人で､そのうち81%は農村人口である｡年間人口増加率

は1981年から1991年の間で2.1%であり､ 1971年から1981年の間の2.7%に比べやや低

くなったものの､ 2001年までには総人口は2,280万人になると推計されている｡ 1991年

のネパールの人口密度は138人収m2である｡

2.2 国家経済状況

ネパールの国内総生産(GDP)は､ 1992/93年において1,450億ルピー(約30億米ドル

相当)であり､国民1人当たり156米ドルに相当する｡実質経済成長率は過去5年間で平

均4.4%/年で､ 1980年中期の年率6.3%に比べて減少している｡また人口増加を加味し

た国民1人当たりGDPの実質年成長率は約2.2%である｡

同期間における農業部門の成長率は非農業部門の6.1%に村し低調で3%に留まり､

農業部門の貢献度は1987/88年度の56%から1991/92年度には49%と低下している｡工業

部門は国内総生産量の9%と極めて低位ではあるが､加速度的成長を記録している｡し

かし､国民経済は､依然農業部門が主要部分を占めている｡農業部門の優勢さは､職種

別人口割合においてより顕著で､ 1981年の91%からは減少しているものの, 80%以上の

生産人口は今だ農業部門に依存している｡

ネパールの外国貿易は慢性的赤字として一特徴づけられる｡ 1991β2年の輸出は,

1990/91年の2倍に増加したが,外貨獲得は1991/92年の輸入に支出された外貨の僅か

40%を補うに過ぎない｡ 1991/92年の総輸出及び輸入額はそれぞれ140億ルピー及び330

億ルピーであり､貿易赤字は190億ルピーでこれはGDPの13%に相当する｡ 1981/82年の

輸出の67%及び輸入の46%を占めていたインドとの貿易は､ 1991/92年には輸出の11%,

輸入の36%に減少した｡同じ期間に､農産物の輸出はその優位性を失い輸出割合は

54%から16%に減じた｡特に､ネパールの輸出収入の伝統的資源であった米及びとう

もろこしに代表される食用作物の輸出は､ 1980年代半ばには殆ど零にまで減少した｡輸

入品の構成比率についての著しい変化は見られず,農産物の輸入額は急速に増加してい

るが､常に10%から15%の範囲内におさまってきている｡
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1956年以来,ネパール政府は7次にわたる継続的5ケ年計画を通じて国家経済の発展

に努力している｡しかしながら,結果は満足すべきものとなっていない｡ 1990年多数政

党体制の導入後､政府はネパール経済構造の歪みを是正し,経済を｢開放的､自由､透

明かつ競争市場原理に基づく経済｣に再編するために経済改革政策を発足させた｡この

政策をもって1992年に始まる第8次計画が策定された｡経済開発における平等性及び持

続性の方向もこの計画の重要な事項である｡計画は,次の3つの原則的目的を達成する

ことを狙っている｡
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農業の集約化及び多様化

エネルギー開発
農村基盤の開発

雇用増大及び人的資源開発

人口成長率の抑制

工業及び観光開発

輸出促進及び多様化
広域経済の安定

行政改革

モニタリングと評価

第8次計画の目標GNP年成長率は5.1%に設定され､農業部門の成長率3.7%,非農

業部門6.1%_によって達成することを計画している｡年2.1%の人口増加率の推定のも

とで,国民総生産は､年率3.0%の増加が見込まれている.

2.3 農 業

ネパールの農業は全国土面積の僅か18%を利用し行われている｡農業用地はテライの

平坦地から山岳の限界的斜面に至る様々な地帯に広がっている｡米,とうもろこし､小

麦､キビが主要食用穀物で全部で全作付面積の80%に栽培されている｡なたね､豆類､

馬鈴薯,砂糖きびが主要換金作物である｡換金作物は全作付面積の約10%に栽培されて

いる｡

稲,とうもろこし,小麦といった穀物は全作付面積の75%を占める主要作物である｡

1980年代半ばまでネパールは､食用穀物の輸出国であり､ 1970年代の中ばには15万トン

を超え､また1985/86年でもまだ3万5千トンを輸出する実績を持っていた｡最近は､そ

れらの輸入が著しく増加し､ 1987/88年には8万9千トンに達した｡ 1989/90年以来､ネパ

ール全体としては,食用穀物生産ではほとんど自給に近い状態にあると推定されている｡
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地域別にみると,テライ平野では生産余剰があり､カトマンズ盆地を含んだ丘陵地帯で

は不足､山岳地帯では自給自足状態にある｡

政府の多大な努力の結果､作物生産は徐々に増加しているが,一般的に他のアジア諸

国に比較してまだ低い状態である｡過去5ケ年間の主要作物の平均収量は籾､とうもろ

こし､小麦､なたね､馬鈴薯及び砂糖きびが､それぞれ2.3 tPla,1.5tnla,1.4tnla,0.6t

nla,8.1 tPla及び32tPlaとなっている｡

第8次計画(1992- 1997)では,農業部門の開発に高い優先順位が与えられている｡基

本的目的は;

i) 地勢的特徴に基づいた農業生産の増大を通じて国家経済に寄与する0

ii) 増大する国内食糧需要を満たす農業生産量及び生産性の向上を図る｡

iii) 農業関連工業の拡大のため､原料の生産量及び生産性の増加を図る0

iv) 大多数の小農及び限界零細農に対する有利な就業機会の増大を図る0

v) 農業開発と環境保全の均衡を維持する｡

計画期間の増産目標は､食用穀物5.4%､換金作物9.1%,園芸作物5.4%及び畜産物

3.8%である｡基本的には食糧生産における国家の自給達成を目標としているが､需給

条件に加えて､地域的有利性､交通の便､市場への距離に応じて､畜産､果樹､野菜､

換金作物等の商品作物の生産に重点が置かれている｡

2.4 濯 浩

ネパールは､港概開発に利用可能な表流水と地下水の豊富な水源を持っている｡ 1960

年半ば以来､政府関係機関は積極的に新しい港概計画の建設運営に従事し､また農民グ

ループが農民運営潅概スキーム(FMIS)の建設と改修に参画してきた｡

ネパールの農業生産は､その大半が天水条件下で実施されている｡総耕地面積の38%

に当たる約1,005,00Ohaは､ある程度の港概施設を有している｡そのうちネパール政府

は､ 1995年までに､政府支援FMISの272,000haを含む約557,000 haを完成した｡農民

自身による港概開発は長期に渡り実施され､総計448,00Ohaに達しており,潅概面積の

45%は農民自身によって開発されてきた事になる｡

港液面稽

政府援助総計

DoI管理面積

DoI援助FMIS
その他のFMIS

天水栽培面積
総耕地面積

1.005.000ha (呈蔓畳)
557,000 ha ( 21% )

284,000 ha ( 11% )

273,000 ha ( lo啄 )

448,000 ha ( 17% )
】.636.000 ha (62% )

2.641.000 ha &
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港概局(DoI)は過去20年間にわたって,中･大規模港概スキームの開発を推進するな

か､テライ平野の開発に重点を置いてきた｡特にDoI管理スキームはテライ平野に集中

している｡ FMISは一般的に農民自身によって運営･管理されているが,配水施設の大

半が､恒久構造物でないため､殆んどの組織は高額な維持費と多量の水不足に悩まされ

ている｡第8次計画における港概開発の基本的目的は以下のとおり設定されている｡

i)気象､土壌条件に適合する港概技術の適応と､環境への配慮による農業生産の

増大｡

ii)既存藩概組織の運営改善による港概組織の強化｡

iii)農民参加､経済性､技術適応性かつ環境保全を考慮したプロジェクトの実施に

より､最大限の農地に港概施設を提供する｡

上記目的を達成するため､ 1992年潅概政策(Imigation Policy, 1992)が水資源省(MoWR)

から公布された｡この｢潅概政策92｣の目的は以下の点が上げられている｡

i) 藩概開発･拡大事業に対する効果的投資を通じて藩政事業を推進する｡潅概事
業は､技術､財政､制度及び環境保全面で問題がなく､農業生産増加に必要な

水需要を満たし､短期間により多くの便益が期待できるものであること｡

ii) 藩概開発の実施における様々な段階の効果を妨げることなく､組織された利用

者の参加を徐々に増やすことによって,港概スキームの建設､維持､運営に関

わる政府支援を減少すること｡

iii) 港概組織の建設及び運営についてのネパール農民の伝統を､安定かつ拡大させ

ることによって､民間の自主的権利を維持させること｡

さらに1993年の新水資源法(New Water Resources Act, 2050)では,藩概組織の民営化を

農民および非政府組織への権限移譲により推進する事が提唱され､これを受けて､ DoI

は､ 1994年新港概政策の草案を取りまとめている｡新港概政策では､ (1)農業生産増大

のために､ DoIの県(District)事務所が農業関連機関との連携を強化する,(2)国営潅概組織

(Agency Managed Imigation Systems､ DoI所管)の末端施設を村象に,農民組織への運営移

管を促進する事が､新しく追加されている｡

第8次計画(1992-1997)によれば､ DoIが108,000haの大規模潅概事業及び53,000ha

の中小規模事業を,ネパール農業開発銀行の融資を受けた農民が約120,00Obaの小規模

事業を､.非政府部門及び民間部門が約13,000haの港概事業をそれぞれ実施し､計画期

間内に合計294,000haの新規農地が､さらに第8次計画の最終年までに合計約120万ha

が港概されることとなる｡

ー 5



現在の潅親政策の下､政府管理で運営されている港概事業で利用者組合(WUA)に譲

渡されるべきものの改修､改善事業は､その運営､維持管理はwvA自身で実施すると

いう条件で､ WUAの同意と参加のもとに実施される｡ wuAに委譲されるものとしてネ

パール政府が認定した事業に, WUAが参加しない場合は､ネパール政府はその事業の
維持､管理業務を中止する｡このプログラムでは､ wuAに委譲される政府管理組織の

改修､改善のためには､建設費の5%を利用者が負担し, 95%は政府の負担となる｡さ

らにWUAは､改修､改善に必要な土地を無償で提供しなければならない｡
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3.国営濯浩システム維持管理改善計画

(improvement Projectfor Operation and Maintenance of Agency Maneged Irrigation Systems

throughParticipatoryJoint Management)

3.1.背 景

ネパール国政府は｢港概政策92｣の下､潅概開発への受益者参加､農民運営藩概ス

キーム(Farmer-Maneged Irrigation Systems-FMIS)への支援､水利組合への中小藩概スキー

ムの運営移管(Turn-Over Program)､政府のoIが運営する国営藩概スキーム(Agency

Managed Irrigation SystemsIAMIS)の水利組合との共同管理(participatory Joint

Management-PJM)等の促進を計画､実施している｡

世界銀行は､ sunsariMorang, Narayani Zone､ Mahanali, Bhairwa Lumbini地下水等の大

型港概開発計画､潅概セクター計画(IrrigationSectorProject､アジア開発銀行は中部､東

部地域を対象に実施､世銀は西部,中西部､極西部を担当しIrrigation Line ofCrediuILCの

パイロットプロジェクトとして実施､ uNDPは技術援助を実施)､港概計画･設計強化計

画(IrrigationPlanning andDesign Strengthening Project)に村し支援してきた｡さらに潅概セ

クター支援計画の下､以下の12地区のモデル･サブ･プロジェクトの実施計画を策定し､

SunsariMorangステージ3計画とともに,融資準備を行なっている｡

サブ･プロジェクト

1. Siyari

2. Rajkulo
3. KaJikatar

4. Chhinchu

5. Kateni

6. Seltada

7. Jhalari

8. Udain-Dhakeri

9. GwarKhola

10. Sange Padya山

ll. Narayani

12. Rampur Phant

誤
醐
醐
醐
醐
醐
醐
附
醐
如
拙
醐

5

2
2
6
0
朋
3
5
5

0
2
5
0
0
0
0
0
0
8
0
0
0
5

QO

4

-

-

2

2

7

7

-

0

7

合 計

一方､アジア開発銀行は, Kankai, NarayaniLift等大型港概開発計画,潅概セクター

計画(ISP)として中部､東部地域を対象に農民運営港概スキーム(FMIS)の改修(25,300ha)

と新設(7,700ha),港概システム運営移管計画(Ⅰmigation Management Transfer Project-IMTP)

として､国営潅概スキーム(AMIS)の内､以下の10地区67,000haに対する改修､水利組合

およびDoI維持管理組織の強化を実施している(USAⅢが水利組合との共同管理に関わる

技術協力を実施)｡
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サブ･プロジェクト 県n)istrict 地域/Region

I. Kagheri
2. Panchakanya

3. West GarKkd(

4. Har･dinath

5. Manusmara

6. Kamala

7. Cbandra Canal

8･ B皿ganga

9. Patbraiya

10. Mohana

Chit w an Central

Ch iIw an Central

Nawalparasi

Dhanusba

S arlahi

Dhanusha/Siraha

S aptari

Kapilbastu

Kaila]i

Kai1 alin(anchapu r

Westem

Central

Eastem

Central/Eastem

Eastem

WesteIⅥ

Far-Westem

FaトWestem

3,900

600

10,100

2
,000

5,200

25
,000

8,700

6,100

2,100

3,500

合 計 67,200

DoIは1993年に組織改組を行ない､国営澄渡管理部(Irrigation Management Division-IMD)

を新設し､国軍港概システム(AMIS)の運営管理の強化､水利組合との共同管理の推進を
行なっている｡ナジア開発銀行の支援によるIMTPは､ AMISの内10地区が対象とされて

おり､その他以下の12地区を対象に､水利組合との共同管理(participatoryJoint

ManagemenトPJM)を計画している｡

プロジェクト

1. Kankai

2. Koshi Westem Canal

3. Kailali Kanchanpur

4. Rampur Phant

5. Pokhara Water Conservancy

6. Vijaypur
7. Begnas

8. Dunduwa

9. SunsariMorang(StageI&Ⅱ)

10. Bagmati

I 1. Narayanl

12. h4ahakali

也の関連プロジェクト 汁Lb-LT[
8
,000

24,480

556

900

1
,030

1
,280
580

1,250

世銀がstage-Ⅲの水利組合 26,450

設立に融資実施中

アジ銀がF/S実施､

l九Ⅰは事業実施準備中
世銀ILC対象

世銀mc対象

合 計 117,176

DoIは,上記12地区の既存施設の改修･改善､水利組合の設立と強化､末端施設の水利

組合への運営移管､水利費の徴収体制の確立､基幹施設の維持管理体制の整備等の事業

を､ 1996年から10年間に実施する基本計画を作成している.さらに,他の国際援助機関

と重複していない8地区について,事業実施に必要な技術協力を求めている｡

3.2 カンカイ濯酒システムの現状

カンカイ港概システムは､ネパール東部地域のジャバ県に位置する｡カンカイ河(集水

面積1,190km2)を水源とし､計画受益面積8,000haの重力式港概システムである｡アジア

開発銀行の融資により､フェーズⅠ(1970年-1980年, 5,000ha)とフェーズII (1980年-1,991
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年､ 2,000haのみ終了)に区分して実施された｡計画面積8,000baに村する工事未完成分

I,000haは､ローカル資金で建設が進められているが､予算不足で完成に至っていない｡

計画施設概要は表-3.1の通りである｡基幹施設は概ね良好に維持管理されているが,頭

首工の洗掘､一次･二次水路の崩落(特に､フェーズ2地区)､.ゲートの故障等に対し､改

修が必要である｡

純港概面積は､夏作が7,00Oha､冬作が2,500haから3,500baである｡春作には早稲､

夏作には晩稲,冬作には小麦､トウモロコシが栽培されている｡早稲栽培のための港概

は､ 16二次水路区の内､半数の8水路区に行なわれ､隔年でローテーションが行なわれ

ている｡作付率は,カンカイ河の流量に左右され､純藩概地区7,000haに村し135%-

150%と変動している｡

水利組合は､一次水路から直接取水する三次水路単位に32組合､二次水路から取水す

る三次水路単位に102組合,二次水路単位に17の二次水路組合､仝スキームを統括する

連合組合が組織されている｡連合組合は組合長､次長､秘書､出納役が､各末端水利組

合長(102+32=134名)および二次水路組合長(17名)から選出されている｡

水利費は,一作あたり100ルピーnlaが徴収され､その内50ルピーが国庫に､ 5ルピーが

連合組合へ､ 45ルピーが各末端組合に払い戻され､連合組合の運営費､二次､三次水路

の維持管理費に当てる方式が取られている｡ 1995年の水利費徴収総額は20万ルピー

(2,000ha分)であり､徴収率は20%Lこ留まっている｡三次水路末端の水掛かりの悪い農家

に､不払いの例が多く､三次水路内の輪番港概の普及が必要である｡

末端港嘩地区の水利組合への維持管理の移管は､二次水路港概2地区(404ha),一次水

路から直接取水する三次水路潅概1地区(27ba),計431 haで完了している｡カンカイ潅概

事務所は､ 7名の常雇職員(所長1名､技術職員4名､出納役1名､倉庫管理人1名)､臨時職

員77名(内､用水管理人50名)で運営されている｡維持管理予算は､ 1992/93年の6.6百万ル

ピー､ 1993/94年の6.3百万ルピーから, 1994/95年には3.3百万ルピーへと縮小され`,十分

な維持管理が困難となっている｡
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義-3.1カンカイ藩政システムの施設概要

Locati on

Elevat舌on

Source

Cathcment Area

Max. Discharge

Min. Discharge

Headworks type

Command Area

Net command area

Actua】 i汀1gated area

Main Canal Discharge

Desig□ discharge

Actual discharge

CanalLength

Main canal

Branch canal
Terti aries

Gainde, Jhapa District

75mto 120mMSL

KankaiRiver

l,】90 km2

5.200 m3/sec

7.74 m3/sec

Diversion Weir

7,000 ha

70,000 ha

10,150 lit/see

7,500 lit/see

34 km

74 k∫n

llOkm
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3.3 コシ西幹線濯灘システムの現状

コシ西幹線藩概システムは, 1966年のネパールとインドとの協定に基づき､コシ河に

インドが建設したビムナガ堰から延びる西幹線水路により､ネパールの24,480haを港漉

するものである｡本港概システムは､西幹線水路から取水する重力式港概地区(ll,300

ba)と､西幹線水路北部の揚水藩概地区(13,180 ha)からなる｡西幹線水路のインド側は､

完成に至っていない｡各港概施設の概要は表-3.2の通りである｡ポンプ港概地区の導水

路､幹線水路は概ね良好に維持管理されているが､ポンプの老朽化､二次水路の滞砂に

よる通水能力の低下等､改善が必要である｡また三次水路､排水路は重力式および揚水

港概地区ともに整備されておらず､港概受益地区の減少､夏期の滞水被害が問題となっ

ている｡

純港概面積は､夏作(晩稲)が14,000ha､冬作(小麦､油糧作物,豆類､ジャガイモ等)が

14,000 ba､春作(早稲)が12,000haであり､受益地区24,480 haに対する作付率は約170で

ある｡計画地区の内､少なくとも5,000haは末端港概施設の不備､受益地区の標高が高

いため､藩概用水の供給を受けていない｡一方､末端潅概地区上流部では､末端部への

港概余剰水を利用し,早稲､晩稲､小麦の年3作を行なっており､不平等な用水利用が

見られる｡

水利組合の設立は着手されたばかりで､公式に登録された組合は無い｡三次水路が未

整備である事が､組織化を困難にしている｡水利費は､重力式港概地区については一作

あたり60)レビーha､揚水藩政地区では未だ公に設定されてY､ない｡ 1990/91年に､重力

式潅概地区で11,400ルピー(190ba相当)の水利費が徴収されている｡

コシ西幹線藩概事務所は､所長以下､ 14名の技術職員､ 10名の行政職貞, 77名の臨時

職員で運営されている｡維持管理予算は､ 1994/95年の18.7百万ルピーであった｡予算の

削減により､十分な維持管理が困難化している｡

1l



秦-3.2 コシ西幹線藩政システム施設概要

Locati on

S ource

Maximum discharge

All∝ation to Nepal

Cana) Command Area Ola)

Maxmam Diversion Capaclty

Bead Regulators

SaptariDistrict

Koshi Westem Canal

2 10 m3/sec

Pump System

2 1
m3/see

Gravily System

13.180 ha

ll.3 m3/see

Ist 2nd

Pump Station

Locationfromthepumpmaincanal l.37km ~ 4.46km

Lift Hight 6.7 m 8.743 m

lnstal]ed Capaclty 14 m3/sec 14 m3/see

(4 mos. of 2.75 m3/see, 2 mos of 1.5 m3/see)
Maximum elictric power required 4.4 Mw

Canal System

Main canal

BrarlCb cana一

Tertiary canal

Drainage

Canal Service Road

34.5 km

12 nos

l10 kIⅥ

1l,3(氾RA

9.7 m3/see

13 no

13 mos

58.5 km

Not completed and not main(aimed
Local drains

Major drainage syphones

under Westem Canal

Poor

Local drains

12



3.4 開発調査の必要性

国営港概システムの水利組合との共同管理(participatoryJoint Management-PJM)の促進は､

潅概セクター計画(Irrigation Sector Project)､潅概システム運営移管計画(Irrigation

ManagementTransferProject-IMrIP)等により実施されているが､実施村象地区は限定的で

あり､パイロット的(試行的)な事業と位置付けられる｡農民運営港概スキーム(FMIS)の

改修例には,建設費の5%負担が実施されているが(農民自身の負担事例は少なく,地元

建設業者の立て替え払いが横行しているという指摘がある)､国営潅概システムの改修

費用の受益者負担については､具体的な実施例は無く､実施に必要となる組織整備､償

還方法等,整備されていない｡

水利組合の設立と育成の背景には､ (I)土地所有問題(不在地主と耕作権の不安定な刈

分小作農の存在等) , (2)設立に関わる政府機関の指導,普及体制の不備､ (3)組合設立

と建設事業との時間的拘束(組合設立が先行し,組合との契約の下に建設を行なう)､

(4)建設事業後のシステム維持管理体制の整備､水利組合育成等,組織制度開発事業の

継続体制の不備等､解決すべき課題が指摘できる｡

1992年潅概政策(ⅠmigationPolicy, 1992)の施行と具体的な実施事例の評価とともに､

1994年新港親政策の内容､国営港概システムの改善計画を検討し､国営港概システムの

改修､水利組合との共同管理の推進に必要となる､実施体制の整備手順(アクション･プ

ラン)を作成する事は, DoIの緊急課題となっている｡上記の背景から､開発調査の実施

意義と必要性は高い｡

3.5開発調査のスコープ

本開発調査の村象国営潅概スキームは､広範囲な事業実施効果の実現の為､計画面積

1,000ba以上とする｡さらに他の援助機関の実施地区を除き､改修が緊急に必要なスキ

ームを追加し､暫定的に以下の6スキームとする｡

対象プロジェクト

I. Kankai

2. Koshi Westem Canal

3･ Pokhara Water Conservancy

4. Vijaypur
5. Dunduwa

6. Narayani Lift

計画面稽仙a

8
,000

24,480

1
,030

1
,280

1,250

9,800

45,840
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本調査のスコープとして､以下の項目があげられる｡

1)潅概政策(Imigation Policy)､国営港概スキーム(AMIS)の維持管理のための実施
手引きの検討作業

2)対象AMISの維持管理状況､水利組合との共同管理(pallicipatory Joint

Management-PJM)事業の進展に関わる調査
3)対象AMISの評価,類型化

一 施設の機能
一 水利組合設立､活動
一 末端施設の運営移管
一 水利費徴収
一 維持管理財政

(その他農村インフラ)

4)フイ｣ジビリティ村象AMISの選定(2-3スキーム)

5)選定AMISのフィージビリティ調査
一 施設改修計画
- o&M組織,水利組合組織計画
一 水利組合への技術､農業金融支援計画
一 施設維持管理計画

一事業評価
6)対象AMISの基本維持管理指針(ガイドライン)の作成

7)日本政府による維持管理強化のための基本計画の策定

8) AMSの維持管理改善実施計画の策定
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4.食糧流通･加工支援体制改善計画

(Improvement Projectfor Food Marketing Support Services)

4.1背景

ネパールは､ 1970年代のなかばには15万トン, 1985/86年にも3万5千トンを輸出する

穀物の輸出国であった｡近年は､気象変動による穀物生産の変動と人口増加により､

1987/88年に穀物8万9千トンを輸入するに至った｡ 1989/90年以降､穀物はほぼ自給に近

い状況にあるが､穀物の国内自給は不安定な状況下にある｡地域別にはテライ平野に生

産余剰があり､丘陵地域は不足､山岳地域は自給自足の状況にある｡

食程供給地域のテライ平野では,革通･加工業者による農民からの買い上げが一般的

であり､前払い等の金貸しが介在し､農家の手取価格が低く押さえられる現状にある｡

さらに農協等､農民組合による食糧流通､加工に関る活動は､一部優良組合を除き一般

化していない｡

食糧供給公社(NFC)は,政府の財政支援の下に､公定支持価格による食程調達と不足

地への供給､国家備蓄,食糧輸入の一括管理等を管轄している｡近年の民営化政策とと

もに､既存農民組合からの食糧流通･加工事業の参入希望､食程需要の多様化､食程輸

入の恒常化と拡大傾向を背景に, NFCの機能,活動の再検討が必要となっている｡

日本国政府はNFCに対し､ 1986年から1988年にかけ､西部地域3個所に､食糧倉庫､

精米施設(1個所)を無償資金協力で建設している｡各施設は一般に良好に利用されており､

本事業が地域経済に与えた効果は大きかったと評価できる｡しかしスペアパーツの入手

難､一部施設の遊休化､政府財政難による予算不足等､問題が見られる｡さらに中長期

的視点に立ったNFCによる食糧加工事業の継続･拡大の妥当性,農民組合の育成とNFC

との連携強化等､検討すべき課題がある｡

上記の様な状況の下, NFCは流通･加工業者からの米を中心とする穀物調達を改め､

農民または農民組合からの調達拡大を推進している｡しかし農民組合の活動は一般に低

迷しており､技術､資金の両面からの支援方策が必要とされている｡さらに生産地にお

ける集荷･⊥次貯蔵施設の不備,調達した籾米の貯蔵施設容量の不足,精米施設の不足

および一般加工業者による調達籾米の賃鳴き経費の高騰等,解決すべき課題が見られる｡

一方､ NFC食糧の不足地域への供給体制の面では､貧困低所得者層へ確実に供給する

体制が整備されておらず､市場と価格の安定化に十分に寄与していないという指摘があ

る｡さらにNFCは供給地域に供給貯蔵用倉庫を管理しているが､人件費等の経費負担の

増大に相応するため､地域の生活協同組合等,民間消費組合の育成を図り､これへの管

理移管を検討している｡
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上記背景の下､ NFCは食糧流通･加工支援体制の基本開発計画の策定,農民生産者お

よび消費者組織との連携強化策､他の関連政府機関を含むNFCの流通･加工支援強化策

を内容とする流通･加工モデル事業の作成を求めている｡

4.2 開発調査の目的

本開発調査の目的は,ネパール国政府の食糧安全保障,合理的食糧流通体制の構築､

農村の貧困撲滅等､第8次国家開発計画の目標に沿い､ NFCが実施する食糧流通･加工支

援に関わる短･中･長期的な基本計画とともに､ NFC､農民生産者,消費者を対象とする

モデル開発計画の策定にある｡本計画は､生産者レベルの収穫後処理技術の改善,農民

生産者による農産物流通活動の促進､低所得農家の所得の向上と安定化を通じ､供給省､

農業省の実施する政策を支援するものである｡

本開発調査の主な村象項目は､以下のとおりである｡

1) NFCの活動現況の評価,農民生産者と消費者サイドから見た食糧流通上の課題

特定､合理的食糧流通体制の段階的整備､農民生産者と消費者組織の形硬を通

じ､ NFCの実施する食程流通･加工支援に関わる短･中･長期的な基本計画を策定

する｡

2)総合的食糧流通･加工支援を目的とする､モデル開発計画を策定する｡モデル開

発計画の内容は､以下の内容からなる｡

一農業生産状況,生産物輸送上の難易度､農民組合等の成熟度に基づく､
NFCに

よる穀物,その他優先作物の調達計画

一農民組合,農業協同組合の組織計画､収穫後処理､農産物集荷､貯蔵､加工､
販売等の活動計画

一消費者組合,生活協同組合の組織計画､ NFCからの食糧調達,貯蔵,販売等の

活動計画

-農村と集荷･一次貯蔵倉庫間の農道整備計画､農民組合,農業協同組合,
NFC

が運営する､貯蔵･加工施設整備計画

一NFCおよび関連政府機関による,収穫後処理技術､組合運営､貯蔵･加工施設
の改善､制度融資等に関わる､総合的支援計画
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4.3 NFCによる流通支援活動の現況

(1)組 織

NFCは,以下の委員からなる理事会を上部諮問機関として組織している｡

1.議 長 ネパール政府の指名

2.委 員 供給省

農業省

内務省

ネパール政府の指名する5名の委点

上記理事会の下､ NFCは本部(首都カトマンズ),地区/ゾーン事務所(11カ所)､支所(46

カ所)､倉庫事務所(75カ所)､精米施設(ラジャブ-ル,パルデイア県等)を運営している｡

NFC所有の食糧倉庫は､ 160カ所(容量96,520トン)､総職員数は1,213名である(図-4.l､

図-4.2参照)｡

(2)食糧調達

NFCが調達している食糧の主なものは､籾米､精米であり､小麦､小麦粉､トウモロ

コシ､油糧作物､豆類の取り扱い量は少ない｡これらの食程は,テライ平野にあるNFC

が指定する集積場やNFC所有の倉庫において,農家から直接調達される他､農協､流通

業者､加工業者を通じて調達されている｡調達された籾米は､ NFC所有施設または民間

精米業者によって精米されている｡ NFCは､籾米の農家と農民組合からの直接調達量の

増大を推進しているが､それに必要となる組織,システムは開発途上にある｡生産者の

組織化､収穫後処理技術の改善､農民組合への制度融資等の生産者支援方策､村落単位

の食糧集荷システムの確立, NFCの貯蔵･加工容量の拡大等が課題となっている｡ NFC

の食糧調達業務には､上記国内調達業務の他,精米､小麦の商業輸入､援助食糧の取り

扱いが含まれる｡ N下Cの食糧調達実績は､以下のとおりである｡

項目 単位 1992/93 1993/94 1994/95 3カ年平均

1.精 米

国内調達

商業輸入

食糧援助

小 計

2.籾 米

国内調達

トン

13,799 20,929 (33%)

29,649 24,219 (38%)

6,475 (10%)

43,448 51,623 (81%)

5,339 19,456

(3.257) (] 1.868)(19%)

46,705 63,491 (100%)

1,227

3,571

3,000 1,73l

23,475 25,512

20,672 22,336

1,725 17,701

45,872 65,549

1 3,404 39,624

(8.176) (24.17r

54,048 89,720

2,306 1,374

10,714

2,193

精米換算.歩留まり61%1

精米合計(1+2) トン

3.小 麦

国内調達

商業輸入

食糧援助

小 計

4.食用油/国内調達

ナタネ抽

大豆油

野菜抽

トン

15,213 1,374 3,000 6,529

1)ッタ- 12,325 52,569 21,631

キロ 990 1,140 710

キロ 9,000 3,000
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(3)食糧供給

調達された食糧は､テライ平野の食糧倉庫から､カトマンズを含む丘陵山岳地の食糧

不足地域にある食糧倉庫､集積場に,陸路または空路で輸送されている｡食糧の約半数

が,丘陵山岳地に勤務する政府職員に､その他が必要とする一般市民に供給される｡

NFCの食糧供給実績は以下のとおりである｡

項目 単位 1992/93 1993/94 1994/95 3カ年平均

I.精 米

2.小 麦

小 計

3.食用油

ナタネ抽

野菜抽

h > 61,909 84,013

r > l.757 9.654

63,666 93,667

トン 9`1 100

トン 31

68,601 71,508 (95%)

999 4.137 (5%1

69,600 75,645 (100%)

30 74

10

(4)加工事業

NFCは4個所の精米施設を運営している｡その内ラジャブ-ルの近代的精米施設は､

1988年にE]本国政府の無償資金協力で建設されたもので､パーボイルトライス･プラン

ト(10トン容量)､ライスミルプラント(2トン籾/時)､穀物倉庫(1,000トンx 4棟､ 1500ト

ンx l棟､計5,500トン)､ディーゼル発電機､籾乾燥場等の施設を持つ｡ラジャブ-ル

の施設は､ 1995年に籾13,000トンを精米し､精米歩留まりは､米品種により以下のとお

りであった｡

小 粒

中 粒

大 粒

IR22

パーボイルド

1

OO

CO

OO

5

0ノ

l

つJ
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8
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′0
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5

′0

つ▲

5

′0

5

つi

′0

4

3

′0

0

3

3

4

つJ

7

5

′0

7

′0

00

′○

′
h
)

′○

′○

′
h
)

(5)支持価格制度

ネパール政府による支持価格制度は､米籾のみを対象に実施されており, NFCの籾買

い付け価格が植え付け前に公表されることとなっている｡ NFCの籾の買付価格､精米の

販売価格(カトマンズ)は以下のとおりであった｡

(単位:ネパールルピー/トン)

支持価格 NFCの平均買い付け価格 NFCの平均販毒価檎

籾 籾 精米 精米

(小粒) (大粒) (小粒) (大粒) (小粒)

1992/93 4,400 4,600 4,750 8,250

1 993/94 5,000 5,500 5,000 9,050

1 994/95 5,450 6,200 5,450 9,500
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(6)国家穀物備蓄

ネパールにおける国家穀物備蓄の目的は,凶作年における穀物価格の安定化とともに､

災害時における､救援穀物の迅速な供給体制の構築を目的としている0 NFCの過去3カ

年間の穀物(籾､米､小麦)の年度末在庫量は､以下のとおり31,000トンから56,000トン

であった｡ NFCは､年率2.1%の人口成長による需要増大に対応するには､最低でも

76,000トンの穀物備蓄が必要であると試算している｡

1992/93 1993/94 1994/95

米

麦計

精
籾
小
合

25,316 48,201

4,913 4,175

18,016 3,675

48,245 56,051

26,262

32

4,73g

31,032

(7) NFCに村する政府財政支援と穀物取扱量

ネパール政府はNFCに対し, NFC職員の給与､ NFC所有施設の維持管理費等の経常予

算の他､金融機関からの食程調達資金融資に対する利子補給､食糧の山間丘陵地への供

給のための輸送費補助を行なっている｡ NFCの食糧調達元本は,銀行(政府金融横関お

よび民間銀行)からの融資で賄われており､政府予算は借入金の利子補填に限定されて

いる｡ NFCは食糧調達と供給を通じ､借入元本の返済に責任を負っている｡

NFCの過去3ケ年の穀物取り扱い実績は,ネパール米生産量の3.3%,小麦生産量の

0.8%､国内調達量に限定した場合､ネパール米生産量の1.7%､小麦生産量の0.1%とな

る｡ NFCの穀物調達実績は,支持価格の影響とともに､政府の借入金利子補給､輸送費

補助等の予算規模に左右されている｡

4.4 開発調査のスコープ

本開発調査は､ 2つのフェーズにわけて行なう｡フェーズ1調査では, NFCの活動現

況の評価､農民生産者と消費者サイドから見た食糧流通上の課題特定､合理的食糧流通

体制の段階的整備,農民生産者と消費者組織の形成を通じ､ NFCの実施する食糧流通･

加工支援に関わる短･中･長期的な基本計画を策定する｡フェーズ2調査では､基本計画

にもとづき､総合的食程流通･加工支援を目的とする,モデル開発計画をフィージビリ

テイ･レベルで策定する｡

モデル計画地区は, NFCが現在実施中の農民組合への支援を通じた流通整備パイロッ

ト事業の動向,地域の事業実施に関わる緊急性､農民組合および農協の成熟度等に基づ

き選定する｡本開発調査では,農民生産者と消費者の組織化の促進､かれらの流通･加

工事業への参画を主眼に置く｡さらに受益対象者の内､特に低所得者を村象とした計画

策走に留意し､低所得者階層の本計画への参画の方法について､具体的に言及する｡
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各調査作業の詳細は､以下の通りである｡

(1)フェーズ1調査: NFCの実施する食糧流通･加工支援に関わる短･中･長期的な基本計

画の策定

1)基礎資料の収集､現地踏査､解析

-ネパール政府の食糧政策とNFCの事業実施政策

一県pistrict)別の食糧需給状況と将来予測
- NFCの食糧調達および供給動向
- NFCの流通･加工施設状況と利用状況

一県(District)別の穀物貯蔵必要量

一月別摩節別の食程殿物市場価格動向(農家庭先価格､卸売り価格,小売り価鞠

一農民組合および農協の組織化状況､活動状況一特に流通･加工活動について

一穀物､油糧作物を対象とする民間の流通･加工施設とその運営状況

一政府機関による､農業生産･流通にかかわる研究､教育訓練､農村基盤整備､
農民組織化､制度融資等の活動状況

2)社会経済､意向調査(農民組合､農協,消費者組合を村象とする)

一対象農家および組合の社会経済状況､農業生産､収種後処理､流通活動状況

一対象農家の農業生産､作物流通､生計､組合活動に村する意向､要求

一対象消費者の穀物および食用油に関わる消費市場,生計, NFCの食糧供給サー

ビスに村する意向,要求

一農民組合および農協の農業資機材供給､組合融資､流通･加工,教育訓練活動
状況

一消費者組合の食糧購入､販売活動状況

3)農民生産者と消費者サイドから見た食糧流通状況の評価と課題の特定

一生産､流通､貯蔵､加工の各時点における,質および量の面からの収穫後ロス

ー農作物販売時点における､農民生産者一特に低所得階層農民の社会経済環境
- NFC,農民生産者および組合所有の流通･加工施設

一農民組合､農協等の組織,流通･加工活動

一農民生産者の流通活動に村する､技術および金融支援
- NFCによる廉価な穀類,食用油の供給が,地域農業生産に与えるマイナス影響

4) NFCの実施する食糧流通･加工支援に関わる短･中･長期的な基本計画の策定

一食糧需給動向,緊急食糧救援､低所得世帯に村する食糧供給必要量等を勘案し
た､ NFCによる穀類､食用油の調達､供給の関わる基本計画

一農民組合組織の設立､強化､ NFCとの連携による流通･加工事業の促進のため

の基本計画

一食程調達および供給経路､加工･貯蔵･流通施設､流通組織に関わる基本計画

一収穫後処理,加工､流通に関わる技術改善基本計画
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-

NFCと政府関連機関の間の,中央,県pistrict)､郡(VDC)レベルにおける､基

本計画推進に必要な協力･連携基本計画

一基本計画の10年間を村象とする実施計画

(2)フェーズ2調査:総合的食糧流通･加工支援を目的とする､モデル開発計画のフィー

ジビリティー調査

1)上記基本計画に含まれる各開発計画の内､実施優先度および普遍性の高い計画選

定に必要となる基準の作成

2)総合的食糧流通･加工支援体制整備に必要な､実施優先度および普遍性の高いモデ

ル計画の選定

3)モデル開発計画のフィージビリティー調査

一農業生産状況､生産物輸送上の難易度､農民組合等の成熟度に基づく､
NFCに

よる穀物､その他優先作物の調達計画

一農民組合､農業協同組合の組織計画､収穫後処理,農産物集荷,貯蔵､加工,
販売等の活動計画

一消費者組合､生活協同組合の組織計画, NFCからの食糧調達,貯蔵,販売等の

活動計画

一農村と集荷･一次貯蔵倉庫間の農道整備計画､農民組合,農業協同組合､
NFC

が運営する､貯蔵､加工施設整備計画
-

NFCおよび関連政府機関による､収穫後処理技術,組合運営､貯蔵･加工施設

の改善､制度金融等に関わる､総合的支援計画

一事業費の積算および事業便益の算定

一事業組織計画,事業実施計画

-モデル事業の評価

4.5 開発調査のスケジュール

本開発調査は, 2つのフェーズにわけて行ない､調査開始からフェーズ1調査が7カ

月､フェーズ2調査が9カ月､計16カ月で行なう｡詳細スケジュールは､図-4.3のとおり

である｡
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図-4.3 食糧流通･加工支援体制改善計画 調査工程表
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添付資料-1 TOR(秦)

食糧流通･加工支援体制整備計画

PROJECT PROPOSAL

FOR

JAPANESE GOVERNMENT TECHNICAL ASSISTANCE

Ⅰ. PROJECT TITLE : Improyememt Project rbr Food Marketing

Support Services

ⅠⅠ. LOCATION

III. EXECUTING

IV. OBJECTIVES

Nationwide and Selected Model Project Areas

NEPAL FOOD CORPORATION (NFC),
Ministry or Supplies

coordinating with

Ministry of Agriculture

The proposed project intends to provide a basic framework plan on NFCs marketing

support servicesand representative model projects both for farmer producersand consumers

in integrated manner, inconsistent with HMG/N Eighth Plan policy on national food

security, rationalmarketing system of food grains,andruralpovertyalleviation.

The proposed project would support the sectoral objectivesof Ministry of Suppliesand

Ministry of Agriculture, by improvement of post harvest technology at farm level,

promotion of farmer
producers'particIPation

into marketing activities, and increase and

stabilization of払rmer producers■ income, especially at lower class of farmers.

Particularemphasis of the study would be in:

4･1 Formulation of a basic framework plan on NFC's marketing support services by

short, medium and long terms coverlng assessment Of present NFC-s activities,

identification on marketing constraints from the farmer producers'and consumers'

view points, stepIWide development for marketing rationalization, organization set-up

fTorfamer producersand consumers, which will be made through :

1 ･ Assessment ofNFC's ma止eting support seⅣices through:

(a) Study on the national fわod policy ofHMG/N,

(b) Study on the national and regional demand and supply situation of fわod

grains (rice,wheat and pulses)and edible oils,
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(c) Study on NFC's procurement and distribution activities and utilization or

marketing and pr∝essing facilities,

(d)Assessment of function and effect on minimum support prices and sales

prlCeS tO marketing prices,and

(e) Assessment of the needsand scale on buffer stock of food grains for

national fわod secunty.

2.Assessment of Marketing and Processing Activities of Farmer Organizations

(AgriculturalCooperativesand Farmer Groups) covering :

(a) Study on profile of member fTarmers and management system,

(b) Study on sales activities of farm input supply and financial services to

member farmers,

(c) Study on marketing and processing activities of food grains,

(d) Study on other activities covering technical dissemination and training on

farmlng and post-harvest, etc., and

(d) Study on effect of cooperative and farmer group activities to member

farmers classified by income level.

3. Identification of marketing constraints from the farmer producers'and

consumers■ view polntS COVerlng :

(a) Post-baⅣest losses in quantity and quality at farming, trading, storage and

processlng levels,

(b) Social and economic situation of farmer producers, especially lower class

of farmers at sales of products,

(c) Marketingand processing facilities of farmer producersand NFC,

(d) Farmer organizations such as agricultural cooperatives and farmer groups

and their marketingand processlng activities,and

(e) Technical and financialsupport services for famer producers. participation

into ma止eting activities.

-2-



4.2 Formulation of integrated food marketing support services projects at the model

project Sites as the fTeasibility studies which will cover :

1 ･ NFC-s procurement plan f♭r fわod grains and other prlOrlty products based on

area-wide production, accessibility, maturity Of existing farmer groups and

cooperatives, etc.,

2 ･ Planfor farmer groups and cooperatives on organization and activities covering

post-harvest, procurement, storage, processlng and sales, particularly to NFC,

3･ Plan for consumer groups and cooperatives on organization and activities

coverlng Procurement, Storage and sales, particularlyfrom NFC,

4･ Infrastructure development plan covering access road improvement at the

production area (villageor farm to depot
site),storage and processing facilities

operated by farmer groups or cooperatives and NFC, and

5･ Integrated support service plan from NFCand other relevant agencies for farmer

groups and cooperatives covering POSt-harvest technology, management,

improvement of storage and processing facilities, financial assistance, etc.

V. BACKGROUND

The principal objectivesof Eighth Plan(1992-97) of HMG爪J are to:

- To achieve higher rate of sustainable economic growth,

- Toal1eviatepoverty,and

- To reduce reglOnal imbalances.

Agriculture development has been accorded top pdority in the Eigbtb plan･ In this context,

agrlCultural development programs are directed mainly towards intensification,

diversification, commercialization, market facilitation and emphasis in geographical

comparative advantage.

The target annual growthrate of the sector plan is to achieve 3･7% per anpum by attaining

annual growth rates of 5･4% for food grains, 9･l% for cash crops, 5･4%for horticulture,

and 3･8%for livestock･ The basic objectivesfor the agriculturalsector are :
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1. To contribute to the national economy through increased agrlCultural production

based on geographicalttatures,

2. To increase agrlCultural production and productlVlty tO meet the growlng

domestic fわod demand,

3･ To increase production and productivlty Of raw materials f♭rthe expansion of

agro-based industries,

4. To increase gainful employment opportunities for the maJOrlty Of small and

marglnal farmers, and

5. To maintain a balance bet&een agrlCulturaldevelopmentandthe environment･

To attain the above mentioned objectives,a comprehensive agriculturaldevelopment policy

has been set up by the National Plannlng Commission･ Privatization, self-reliance and

autonomy are the main concems in the policy on the basis of the prlnCiple of economics･

However, the equlty Issue is stressed as well, paylng attention to the impoverished classes

such as the landless/small farmersand women. The agrlCulturalpolicies intend :

1･ To glVe prlOrlty tO the approprlateneSS Of agro-ecologlCal zones in the

development of the agricultural production program,

2. To commercialize and diversify agrlCultural production on the basis of

comparative advantageand export potential,

3. To encourage the production ofindustrial crops to meet the requlrementS Ofraw

mater,ialuor the agro-industries,

4. To bring the management of agricultural extension services under a unified

structure in order to bring about a more efficient and effective delivery of the

extension seⅣices,

5･ To carry out the agncultural extension services through farmers'groups at the

village level,

6･ To encourage the private Sector tO become involved in the production, import

and distribution of agrlCultural inputs to accelerate the process of marketed

agricultural development,

7. To expand the use of improved seeds and technology by involving the prlVate

sector in the production and distdbution of such inputs,
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8 ･ To emphasize agnculturalresearch on rain fed and hill agriculture,

9･ To
simplifythedisbursement ofagriculturalcredit, and

lO･ To revitalize the cooperatives on democratic prlnCiples, along with full

transparency intheir operations to contribute to the overall development of rural

areaS.

Food policies in Nepal intend equitable distribution of fわod to the growlng population,

improvlng nutritional status and ensurlng fわod securlty･ Producer and consumer prlCe

policies are designed to promote efficient use of farm Inputs, increase and stabilization of

production, equitable distribution of food grains, and improving nutritional standard･ Nepal

Food Corporation (NFC) was established in 1974 as a government service corporation

under the Corporation Act-1964･ Under the food policies, NFC implements thefo1lowlng

activities :

2.

3.

4.

To procure, store, transportand sell basic food at reasonable prlCeS tO minimize

the food deficiency in the food deficit areas,

To arrange marketing for upholding the welfare of farmer producers by ensurlng

maintenance of minimum support price fixed by the HMG什J,

To manage the supply of food grains and other most essential goods of daily

COnSumptlOn,

To maintain reserve stock of food grains for domestic consumption,

5･ To arrange warehouslng facilities at the needy places in the country for

procurement, storage and distdbution of fわod grains,

6･ To implement the marketing and distribution of sugar and oil according to the

localdemand,

7 ･ To implement the institutionalized import and export offood grains according to

the HMG/N policyand domestic demand,and

8 ･ To establish and operate processing facilities as required

Since 1995, NFC has increase the procurement of paddy directly from farmers and

agrlCultural cooperatives instead of milled rice procurement from rice millers･ This

arrangement aims at increaslng effect of the minimum support prlCe and income of farmer

producers･ Under the coordination with the relevant agencies under Ministry of Agriculture,

NFC prepares the pilot projectscovering (i)increase of paddy procurement directly from
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farmer producers and cooperatives and (ii)rational distribution of fわod grains to the

consumers at the deficit areas. In addition, NFC requlreS Warehouslng and processlng

facilities covering food grains and oil seeds atthe demand areas in order :

1. To ensure commodity marketing both for producers and consumers,

2. To minimize posトharvest losses in quantlty and quality at farmer level and

during procurement and distribution by NFC,

3. To minimize risk and cost through depending on custom milling of paddy and

oil seeds done by the prlVate millers, and

4. To enlarge capaclty Of the national food secunty･

The pilot prq】ects aims at establishing local procurement system linked with the existlng

NFC's marketing facilities (warehouse, depot, rice mill), encouraging participation of

farmer producers into marketingand processlng activities and transfer of post-harvest and

processlng technology to farmer producers. The pilot projects
focus on the tie-up with the

existing famer group organizatiohsand the active agriculturalcooperatives. The pilot model

prq】ects will be implemented under the closed coordination between NFC and the relevant

agencies such as Department of Agriculture, Department of Cooperative, Agricultural Input

Corporationand AgriculturalDevelopment Bank, etc･ Based on theperformance of the pilot

projects, NFC expects to enlarge the projectscopeandareas
in thefuture･

VI. STATtJS OF NFC'S MARKETING SUPPORT SERVICES

(1) Organization

NFC is organized by the Board of Directors on the top levels comprlSlng the fbllowlng

members :

1. Chaiman

2. Members

Appointed by HMG/N

Ministry of Supplies

Mimistry of Agriculture

Ministry of Home Affairs

Five respresentatives nominated by HMG爪J

Under the Board of Directors, NFC manages the central (Kathmandu), zonal (ll in

number),
branch (46) and depot (75) offices and the modern rice mill (Rajapur,Bardiya

District)under the General Manager. The total number of NFC staff is 1,213. The number

and capacity of warehouses owned by NFC are 160 and 96,520 tons, respectively (Ref･

Fig.ll Location Map of NFC Officesand Fig･-2 Organization of NFC)･
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(2) Procurement of Food Grains and Other Essential Goods

The commodities handled by NFC are mainly paddy and rice. NFC also procures wheat,

wheat flour, maize, oil seeds, edible oil and pulses at the limited scale. Paddy, wheat, maize

and pulses are directly procured from farmer producers or through agrlCulturalcooperatives

and dealers at the NFCs depots and warehouses located at the terai areas. Those food

grains are milled by the prlVate millers under the custom milling contract or by NFC-s own

milling facilities. Milled rice is also procured from the prlVate millers. NFC promotes

increase in paddy procurement directlyfrom farmer producers and farmer organizations,

while NFC.s paddy procurement system from farmer producers is still under developlng.

Support assistance to the farmer producers through organizational development,

improvement of post-harvest technology and financlng
, establishment of village level

procurement system, enlargement of NFC-s storage and pr∝esslng CapaClty, etC. need to be

accelerated･ The commercialimport of rice and wheat and handling of fToreign foodaidare

also managed by NFC･ The NFC's procurement of major
food grains and edible oil are

summarized asfo1lows :

Item Unit 1992/93 1993/94 1994/95

1. Rice

lntemal

Commercial import

Foodaid

sub-total
2. Paddy

lnternal

(Rice, recovery at 61 %)
Total Rice (1+2)

3.Wheat

lntemal

Commercialimport

Fodaid

sub-total

4. Edible Oil / Intema1

0il seed oil
Soya oil
Vegetable ghee

ton

ton

23,475

20,672

1
,725

45.872

13,404

(8,176)
54.048

2,306

10,714

2,193

15m

12,325

990

9,000

25,512

22,336

17,701

6iL542

39,624

(24,171)
89m

l,374

⊥迎

1,140

13,799

29,649

43.448

5,339

(3,257)
46.705

(3) Distribution or Commodities

Procured food grainsand edible oils are distributed to the food deficit hill and mountain

areas including Kathmandu from the warehouses at the teraiareas to the distribution

warehouses and depots at bill and mountain areas uslng land and air transportation means.

A half of commodities are distributed to the government employees at the hilland mountain
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areas and the rest are distributed to the demanding people･ The NFCs distribution of major

food grainsand edible oil are summarized as follows :

Item Unit 1992/93 1993/94 1994/95

1. Rice

2. VVheat

3. Edible Oil

Mustard oil

ton 6l,909 84,013 68,601

ton 1
,757

9,654

ton

Vegetable ghee ton

(4) Processing Activities

NFC operates rice mills at four different sites. Rajapur modern rice mill unit was

established by the Japanese grant aid in 1988 and has the parboiling unit with soaking

capaclty Of 10 tons, the milling unit with capaclty Of two tons of dry paddy per hour, the

warehouses with storage capaclty Of 5,500 tons, power supply unit with three diesel

generators and the sun drying yard･ The Rajapur mill processed 13,000 tons of paddy in

1995and the milling recovery rates vary with the variety of paddy as follows :

㍗Item lリe良eB

I. Raw Coarse

2. Raw Medium

3. Raw Fine (Mansuli)

4. IR22

5. Par boil

1

QO

OO

OO

5

9

-

3

0ノ

QO

5

′0

′hy

5

6

2

5

′b

5

2

′0

4

つJ

′0

0

つJ

つJ

4

つJ

7

5

′D

7

′O

ウリ

6

′0

′b

′h)

6

Other three ricemills located at Hetauda, Nepalganjand Mahendra Nagar. The rice mill in

Hetauda has a capacity Of ope ton of dry paddy per hour･ The other two with capacity of

O･5 ton of dry paddyper hour, respectbvelyare recently installed in the warehouse.

(5) Support Prices for Producers and Consumers

The HMG/N is providing support prlCe Only fわr paddy before the plantlng Season. The

support price of paddy, NFC's average procurement prlCe for paddy and rice, and sales

pnce office in Kathmandu in the last three years are summarized as follows :
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(Unit : NR〟ton

NFCs Average

Sales Price

Rice

(Raw Coarse)

Year Support

聖垣
Pdy

(Coarse) (Fine)

NFC.s Average

hりCurement Price

Pddy Rice

(CoadW)(Raw Coarse)

1992/93 4,4(泊 4,600

1993/94
.

5,0(泊 5,500

I994/95 5,450 6,200

4,750 8,250

5
,000

9,050

5,450 9,500

(6) NationaJ Food Security

The NFC's closing stock of food grains (rice,paddy and wheat) varies between 31,000 to

56,000 tonsinthe last three years as follows :

(Unit:tonl

ltem 1992/93 1993/94 1994/95

1. Rice

2. Paddy

3. Wheat

Total

25,3 16 48,201 26,262

4,913 4,175 32

18,016 3,675 4,738

48,245 56,05 1 3 1
,032

HMG/N considers the above quantlty Of buffer stock insufficient under the higher growing

population at 2.1% /year. Based on the NFC's assessment, at least around 76,000 tons of

food grains should be kept for the improvement of nationalfbod securlty.

VII. PROPOSED APPROACH AND METIIODOLOGY FOR THE STUDY

The study will be conducted in two(2) Phases. Phase I will involve the fわrmulation of a

Basic Framework Plan on NFC's marketing support services by short, medium and long

terms, based on the assessment of present NFC.s activities, identification on marketing

constraints from the farmer producers'and consumersT view points, stepIWide development

fTormarketing rationalization, organization set-up for farmer producers and consumers, etc.

Phase II will cover the preparation of feasibility studies for integrated food marketing

support services projects at the model pro)ect sites. Criteria for identification and

pr10ritization of the model project Sites will be established taking momitonng and evaluation

of NFC-s pilot development activities, local requlrement in terms of urgency, maturlty Of

farmer groups and agricultural cooperatives, etc.
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Farmer producers and consumers, particularly lower class of beneficiaries are the main

targets to make the prqects success･ Their needs and requlrementS must be addressed･

Their involvement in the projects must be systematic and well organized･ The study will

fully pay attention in organizing fa-er groupsandtheir involvement in marketing･

VIII. SCOPE OF THE SURVEY

The scope of work fTorthe two(2) Phased studiesare as follows:

8･1 PhaseI : Survey,Assessment and Formulation of a Basic Framework Plan on

NFCs Marketing Support Services by short, medium and long terms

(1) Data collectionand site investigation covering :

- National food policy of HMG/N and NFC's operation policy,

- District-wide food supplyand demand condition inthe past and future,

- NFCs food procurement and distribution records,

- NFC.s facility Inventory and utilization records,

- Seasonalmarket prices fluctuation (farm gate, wholesaleand retail),

- Market channel, marketingand processlng costs and margins for food grains

and oil seeds,

- Inventory of farmer groupsand agrlCultural cooperativesand their marketingand

pr∝esslng activities,

- Inventory of private post-harvest and marketing facilities coverlng food grains

a皿d oil seeds,

- Government production to marketing support services coverlng research,

tralnlng and extension,rural infrastructure development, farmer organization set-

up, 1nStitutionalcredit supply, etc.

(2) Public consultation survey and detail investigation of the poteptial farmer

groups, agricultural cooperatives and consumer'groups coverlng :

- Social and economic status of member farmers and consumers and their

production, post-harvest and marketing activities,
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- Farmers'concerns on agricultural production, marketing,rural livelihood,

famer groupand cooperative activities,

- Consumers'concerns on food grains and edible oil markets, livelihood and

NFC-s fわod supply seⅣices,

- Activities of farmer groups and agrlCultural cooperatives coverlng farm Input

supply, financial services to member farmers, marketing and processlng

activities of food grains,and teclmical disseminationand training On farming and

posトhaⅣest activities,

- Activities of consumer groups coverlng food procurement and distribution

activities, and ■

- Post-harvest, processlng, Storage and transportation losses in quantlty and

quality.

(3) Assessment and identification of marketing constraints from the farmer

producers'and consumers'view polntS COVenng :

- Post harvestlng losses in quantlty and quality at farmer producers, trading,

storage and processlng levels,

- Social and economic situation of farmer producers, especially lower class of

farmers at sales of products,

- Marketing and processlng facilities of farmer producersand NFC

- Farmer organizations such as agriculturalcooperatives and farmer groups and

tbeir marketing and pr∝esslng activities,

- Technicaland financial support services for farmer producers'partlCIPation into

marketing activities,and

- Negative impact to farmer consumers derived from distribution of food grains

and edible oils at NFCs sales prlCeS.
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(4) Fomulation of a Basic Framewo止Plan on NFC's Marketing Support SeⅣices

by short, mediumand long terms covenng :

- Basic plan fわrprocurement and distribution of food grains and oil seeds / edible

oils taking demand and supply status in the past and future, emergency fわod

relief, basic supply requirement for the lower class of consumers, etc.,

- Basic plan for farmer producers'organization set-up and tie-up with NFC,

- Basic plan for procurement and distribution channel, facilities for processlng,

storage and marketing, and marketing organization,

- Technical improvement plan for post-harvest, processing and marketing

activities,

- Basic plan for coordination between NFC and the relevant agencies atthe

national, district and VDC levels for provision of integrated marketing support

service functions to farmer producers and consumers, particularly at lower

classes, and

- Development programs fわr10 years coverlng the above basic plans･

8.2 Phase II : Feasibility Studies on Model Integrated Food Marketing Support Services

Projectswhich will cover :

(I) Establishment and formulation of a set of criteria for selecting and screening

proJeCtS identified in a Basic Framework Plan on NFCs Marketing Support

Services,

(2) Selection of high priorityand representative model projects
to establish integrated

fTood marketing support services,

(3) Feasibility studies on the representative model projects(tentativelyat
four

sites)

COVenng:

- NFC■s procurement plan fわrfわod grains and other prlOrlty products based on

area-wide production, accessibility and maturlty Of existing farmer groups and

c ooperatives ,

- Planfor farmer groupsand cooperatives on organization and activities coverlng

post-haⅣest, procurement, storage, processlng and sales, particularly to NFC,
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ー Plan fわr consumer groups and cooperatives on organization and activities

coverlng Procurement, Storage and sales, particularly from NFC,

- Infrastructure development plan covering access road improvement at the

production area (villageor farm to depot site),storage and processing facilities

operated by farmer groups or cooperatives and NFC,

- Integrated support service plan from NFC and other relevant agencies fTorfarmer

groups and cooperatives coverlng post-harvest technology, management,

improvement of storageand processing facilities, financialassistance, etc･

- Cost and benefit estimation,

- Organizationand schedule for project implementation,and~~ I

- Projectevaluation.

IX. EXPERTISE INPUT

The followlng expatriate experts will be required for execution of the study:

(a) Rural and Marketing Development Planner

(b) Marketing Specialist

(c) Post HaⅣest Specialist

(d) Agronomist

(e) InstitutionalExpert

(f) Agro-Economist

(g) Civil Engineer

(h) Architecture

(i) Costestimator

O) ProjectEconomist
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X. STUDY SCHEDtJLE

The study will be carried out for a duration of 18 months after its commencement and be

divided into fわllowing
phases(Ref.

Fig.-3 Proposed Work Schedule) :

Phase I : SuⅣey, Assessment and Formulation of a Basic Framework Plan on

NFC-s Marketing Support Services by short, medium and long

tems

(8 months)

Phase II Feasibility studies on Integrated Food Marketing Support Services

Projectsatthe model pro)ect sites

(10 months)

XI. REPORTS TO BE PREPARED

The followlng reports Will be prepared in the course of Investlgation and Study as specified

below :

(1) hception Report :

(2) ProgressReport-1 :

(3) InterimReport

Study

(4) ProgressReport-2 :

(5) DraftFinalReport :

(6) Final Report :

Not later one (1)month after the commencement of the Study

Not laterthansix (6)months after commencement of the Study

Not later than eight (8) months after commencement of the

Not laterthan13 months after commencement of the Study

Not laterthan 16 months after commencement of the Study

Not later than 18 months a洗er commencement of the Study

XII. UNDERTAKING OF HMG/N

1. In order to facilitate the smooth conduct of the study, HMG/N take necessary

meaSureS :

(I) To secure the safety of the Japanese study team.

(2) to pe血t the members oftbe Japanese study team to enter, leave and sqjoum
in Nepal fわrthe duration of their asslgnment therein, and exempt them from

fToreign reglStration requirements and consular fees,

(3) to exempt the members of the Japanese study team from taxes, duties and

other charges on equlPment, machinery and other materials brought into

Nepal fわrthe conduct of the Study,
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(4) to exempt the members of the Japanese study team from income tax and

cbarges of any kind imposed on or in connection with any emoluments or

allowances paid to the members of the Japanese study teamfbr their services

in connection with the implementation of the Study,

(5) to provide necessary facilities to the Japanese study team for remittance as

well as utilization of the funds introduced into Nepal from Japan in

connection with the implementation of the Study,

(6) to secure permission fわr entry Into prlVate properties or restricted areas for

the conduct of the Study,

(7) to secure permission for the Japanese study team to take all data and

documents (including maps and photographs) related to the Study our of

Nepal to Japan, and

(8) to provide medical seⅣices as need with any expenses incurred to the

members of the Japanese study team conce皿ed.

2.

3.

4.

HMG/N shall bearclaims, if any arise agalnSt members of the Japanese study team

resulting from, occurring in the course of, or otherwise connected with the discharge

of their duties in the implementation of the Study, except when such claims arise

from gross negligence or willful misconduct on the part of the members of the

Japanese study team.

Nepal Food Corporation (NFC), Ministry of Supply is to be responsible for the

overall management and the implementation of the Study, and shall act as a

counterpart agency to the Japanese study team and also
Las

a coordinatlng body in

relation to other relevant HMG/N authorities fわrthe smooth implementation of the

Study.

NFC shall, at its own expense, provide the Jap弧eSe Study team with the fbllowlng,

in cooperation with other organizations concerned:

(1) avai1able data and infTormation related to the Study,

(2) counterpart personnel,

(3) suitable office spaces with necessary equipment in Kathmandu, and

(4) credentials or identification cards.
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Fig. 2 ORGANIZATIONAL STRUCTURE OF NEPAL FOOD CORPORATION 1995/96



Fig.-3 Improvement Projectfor Food Marketing Support Services

Proposed ⅥJork Schedule

DESCRIFrION

Months

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 匹】12 13 14 15 l6

1. PreparatoryWork

:…2:=*;;

2. PhaseⅠ:

SuⅣey,AssessmentandFormu】a【ionoraBasic

FrameworkPlanrorNFC'sMarketingSupportServices

byshort,mediumandlong【ems

(1)DataCollection,SiteⅠnvestigationand
Pub】icConsultationSurvey

(2)Assess甲entandldentificationormarketing
constralntSfromtherarmerproducersfand

consumers'viewpolntS

(3)FomulationoraBasicPlan

3. PhaseⅠⅠ:

FeasibilityStudieson

ModellntegratedFcxxlMarketing

SupportServicesProjectsatthemdelproJeCtSites

(I)SelectionofHighpriorityandRepresentative

Mode1打ojects

(2)SitelnvestigationandDataCollection

(3)FomulationorFeasibilityStudies

≡:;::U;:
;:む一;j:J

4. Reporttobeprepared

(1)ⅠnceptionReport

(2)ProgressReprot-l

(3)InterimReport

(4)汁ogressReport-2

(5)DraftFinalReport

(6)FinalReport

Legend: Field: - Home:- 1 l



漆付資料-2

調査団長経歴

村 本 俊
一

昭和23年9月3日生

昭和48年3月

昭和48年4月一昭和49年4月

昭和49年5月一昭和50年9月

昭和50年10月一昭和52年5月

昭和52年6月一昭和57年6月

昭和57年7月一昭和60年10月

昭和60年1 1月一昭和62年12月

昭和63年1月-平成2年9月

平成2年10月-平成4年6月

平成4年7月一平成6年8月

平成6年9月一現在

主な海外業務実績

案件名

ビンデイン港耽計画

東メスケネ港概計画

マハベリ港親閲発計画

(システムC)

モラガハカンダ港概計画

マリル流域農業開発計画

バグマテイ港概開発計画

スンサリモラン藩政開発計画珊

対象国

鳥取大学農学部農業土木学科大学院修了

日本工営(秩)農業水利部

同上計画部

メスケネ(シリア)事務所

農業水利部

メスケネ開発事務所長代理

マハベリ開発事務所次長

農業水利部

農業開発部課長

農業水利部課長､スンサリモラン開発事務所長

農業開発部､スンサリモラン開発事務所長

従事期間 担当業務

ベトナム

シリア

スリランカ

スリランカ

パキスタン

ネパール

ネパール

スンサリモラン藩政開発計画㈱ネパール

ポホール濯叔開発計画 フィリピン

昭和48年8月■9年5月

昭和49年11月-60年9月

昭和60年11月-63年1月

昭和63年2月-平成1年7月

平成1年8月-2年8月

平成2年9月- 4年2月

平成4年3月-6年7月

平成6年8月1 7年11月

平成7年12月- 8年2月

港概排水

藩政排水

藩政排水

港概排水(副総括)

港概排水(副総括)

澄渡排水(総括)

藩政排水･施工管理(捻括)

港概排水計画(総括)

水管理
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主 な 面談者

Ⅰ.供給省/Ministry of Supplies

Sambhu Saran Prasad See retary

ⅠⅠ.食糧供給公社/Nepal Food Corporation (NFC)

(1)Central Office

Manindra Kumar Singh Yadav

Bhim Bahadur Kshetry

Beni Babadur Rawal

Prem Bahadur Basnet

Prabha Chandra Pandey

Prem Prasad Neupane

G. P. Shama

(2)Zonal/Branch Office

B hairahaw a

bkendra Bahadur Shahi

K. B. Chaudhary

Gyan Bahadur Khatri

Nepalgan i

Upendra Jung Tもapa

Umesb Masastb

Mohan Prakasb Cband

R細ur

GopalRaj Poudyal

Indra Prasad Sitoula

Dhangadhi

Ld Bahadur Kunwar

Mahendranagar

Prcm RajOjh

K. Bista

Chaiman

Ac血g General Manager

DeputyGenらral Manager

DivisionalManager

Divisional Manager

Divisional M皿ager

Planning Officer

ZbnalChief

Administrative OfrlCer

Officer

ZonalManager

Cooperative OfrlCer

Senior Officer

Manager

Officer

ZonalManager

Asst. Agricultural

Extension Officer

Cooperative OfrlCer

Ministry of Supplies

NFC Board

NFC

NFC

Planning Division, NFC

Procurement Division, NFC

Administration Division, NFC

Planning Division, NFC

Bhairahawa Zonal0ffice, NFC

Bhairahawa ZonalOffice, NFC

Bhairahawa ZonalOffice, NFC

Nepalganj Zonal0ffice, NFC

Nepalganj Zonal0ffice, NFC

Nepalganj Zonal0ffice, NFC

Rajapur Modem Rice Mill, NFC

Rajapur M∝lem Rice Mill, NFC

Dhangadhi Zonal Office, NFC

Mahendranagar Office, NFC

Mal1endranagar0ffice, NFC
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Ill.藩概局/Department of Irrigation (DOI)

(1)Central Office.

Y. L. Baidya

S. N. Paudel

M. N. Aryal

M. M. Shrestha

M. DongoI

良.P.Satyal

K.R. Sharma

L.C.Pradhan

S.P. Rajbhandari

Dil℃CtOr General

DeputyDirector General

DeputyDirector General

DeputyDirector General

Senior Divisional Engineer

Chief

Chief

Chief

Chief

(2) Kosi Westem CanalIrrigation OfrlCe

Narayan Pd. Gautam

Jakir Hussen

Jageswor L. Karma

Tara Pd. Katel

Paras N. Prasad

Lalit K. Jha

Ramesh Adhikari

Rafid Rahim

DOT

Plannlng Division

Surface Irrigation Division

O&M Division

Plannlng Division

Ck史M Division

Research and Technology

Development Branch

Human Resource Development

alld Training Branch

System Management Branch

Ch ief

Chief DivisionalEngineer

Senior DivisionalEngineer

ElectricalEngineer
Mechanical En gineer

Administrative As s istant

oveh;eer (WUG Organizer)

ElectricalEngineer (Pump House)

(3) Kankai Imigation ProjectOffice

Uttam Raj Timilsina

Narendra Dal1al

D.B. ∫ba

Krishna K. Adhikari

P.M. Singh

Binod K. Jha

IV.地方関係機関

(1) Bhairahawa

R狐Shanker Kanku

Prayag Raj Shrestha

Nathu Ram Chaudhary

ProjectIncharge

Accountant

Overseer

Association Organizer

Administrater

Overseer

Secretary

Chief

Accountant

Chamber of Commerce

District Cooperative Office

District Cooperative Union
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(2)Nepalganj

Bharat Mani Upadhyay

Shanti Kumar

(3)Mahendranagar

D. S. rmapa

S.P. Singh

(4)Rajbiraj,Saptari

R. Agrahari

Binod Shama

Kishor Mandal

B.L. Da且

Sharda K. Chaudh?ry

Krishna Prasad Mainali

(5)Jhapa

R.B. Shah

Mahesh Yadab

Mahatxer Yadab

Tika Prasad Shakya

Ⅴ.日本政府関係者

印藤久書

中屋俊浦

波連正夫

内田 敦

笹野伸治

佐分利重隆

Chi ef

President

Loan OfrlCer

Agro Expert

Asst. Dev. Officer

Junior Technician

Manager

Lean Officer

Section OfrlCer

Cooperative OfrlCer

Junior Technician

Jr. Teclmi■cal Assistant

Junior Technician

Office Administrater

一等書記官
二等書記官

所 長

次 長

専門家

専門家

District AgriculturalDevelopment

O伍cer

Miu Association

AnculturalDev. Bank

Agriculture Dev.Association

District Agri.Dev. office

District Agri.Dev. ofrlCe

ADB/Branch ofrlCe Rajbiraj
ADB/Branch ofrlCe Rajbiraj
ADB/Branch office Rajbiraj
District Cooperative Office

Agriculture Service Centre

Agriculture Service Centre

District Agriculture Office

Seed Crops and Dahy Dev･

Coop.

在ネパール日本国大使館

在ネパール日本国大使館

国際協力事業団ネパール事務所

国際協力事業団ネパ⊥ル事務所
港概局

農業省
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収集資料リスト

ReportTitle Preparedby Year

食料流通.加工支援体制改善計画関連

1.FactorsAffectingtheTeraiPaddyMarketing;Pricing HMG-USAⅠD-GTZ-ⅠDRC- Nov.l986

Nov.1986

Nov.1986

1995

Mar-95

1991-1994

Jun-86

JuI-90

199ト1995

1995

PolicyⅠmplications,ResearchandPlanningPaperSeries, WinrockPrqject

HMG-USAⅠD-GTZ-ⅠDRC-

No.4,StrengtheninglnstitutionaICapacltyintheFood

andAgri.culturalSectorinNepa1

2.CropProductivityinNepal;SpatialandTe汀lpOra1

Dimensions,ResearchandplanningPaperSeries, WinrockProject

HMG-USAID-GTZ-ⅠDRC-

No.3,StrengtheninglnstitutionalCapacltyintheFood

andAgricultura】SectorinNepal

3,TransportCostMinimizationfbrNepa1■sSubsidized

Foodgrai□Program;AProposedM∝leⅠ, WinrockProject

MinistryofAgriculture,

No.5,StrengtheninglnstitutionalCapacltyintheFood

andAgriculturalSectorinNepa1

4.QuarterlyAgriculturalMarketinglnformationBul]etin
Vo1.XXⅠVNo.4

5.ConstraintsonAgriculturalMarketinginNepal,

DOAD,Marketing

DevelopⅡlentDivision

WinrockⅠntemationa1

ResearchReportSeriesNo.29

6.Agricultura】StatisticsNepa1

PolicyAnalyslSin

AgricultureandRelated

ResourceManagement

CentralBureauofStatistics

l991/92-1994/95

7.HouseholdBaselineSurvey

NationalPlannlng

Commission

OfficeofAgricultural

AgriculturalExtensionProject ExtensionarldResearch

Bardiya,Kailali,KanchanpurDistricts

8ーAgriculturalSectorStrategyoftheEightPlan,

Project,WorldBank

AsianDevelopmentBank

NFC

NFC

1990-l995,Agro-Industry

9.NFCGrainHandlingRecord,ByDistrict

10.NFCDetailofGodown
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ReportTitーe Preparedby Year

国営潅概システム維持管理改善計画関連

AsianDevelopmentBank

KankaiIrrigationProject

DOⅠ

KosiWesternCana]

Irrigation打oject,DOⅠ

DOⅠ

ⅠBRD

AsianDevelopmentBank

SystemManagementBranch

May-93

Apト95

Apト95

1996

Dec-95

Dec-93

1995

Jun-94

Sep-94

Jun-92

Juート93

Maト95

Apr-94

1995

1.ARe-evaluationStudyofKankaiⅠnigationProjectin

Nepal

2.ABrieflntroductionofKankaiImigationProject

3.IrrigationfromKosiWesternMainCana1

4.ActionPIanoflrrigationSystemforJointManagement

Program

5.TechnicalAssistanceStudyfbrPreparationofNepa1

hTigationSectorProject,FinalReport

6.ProposedlrrigationManagementTransferProject,

MemorandumofUnderstanding

7.MonitonngandEvaluationoflrrigationSystemunder

OperationandMaintenance(1994-95)

8.CalibrationofHydraulicStructures,FinalReport

IrrigationManagementDiv.

DOⅠ

DOⅠ

DOⅠ

UNDP

ImigationManagementand

KankaiImigationProject

9.ImprovingSupportServicestoFarmerManagedImigatio

SystemsinNepa】

10.lrrigationSectorSupportProject,OperationalProcedura]

Manual,IrrigationSectorProgram

Vol.I,Farmer-ManagedSurfaceWaterlrrigation

Schemes,Part1&2MainText

ll.EvaluationReportofthelrrigationLineofCredit

Program(ⅠLC)inWesternDevelopmentRegion

12.EvaluationStudyoftheImigationSectorProject(ISP)

13.AProposalforRenovationofNarayaniLiftlrrigation

WaterUtilizatiorlDivi.

DOⅠ

IrrigationManagementand

WaterUtilizationDivi.

DOⅠ

DOⅠ

System

14.CanalSystemsMapofKosiWesternCanalImigation

Project



添付資料－6　現地写真集カンカイ灌漑システム

1．カンカイ取水堰耽本姓 志雄榊日独スり一・加持灯油岬嗅

2.取水堰下流スロープ（SteelFherConcreteの摩耗）

日比ホ個日日巾けケ■一一ト
3.取水堰土砂吐ゲート 4，止雛油hとl帆IIl＿ケ㌧－ト

4.沈砂池下流土砂吐ゲート

九一′7－ノ三一振付・高冊抑
5.フェーズ、1地区幹線水路 もフェーズ一触甚水化劇餃l二

6.フェーズ、1地区水位調整工

1‘▲‥＝岬轟才判別I

7.フェーズ、1地区ニ次水路（D-1） 嵐ワトーズ■2他よ解線木肘、の取木I二
8.フェーズ、2地区幹線水路への取水工

♀フェーズ・ど地畏怖線水抽ライニング‾川l

9.フェーズ、2地区幹線水路ライニング工事

l什ソ1－－ズー2旭l（ヱ次水路隠、l。



コシ西部灌漑システム

コン取水職
1.コシしゅすい堰

えごシ西折線水織版木I．

2.コシ西幹線水路取水工

1ごシ醐蠣水位調節γ・・ト

3.コシ西幹線水路水位調整ゲート
4．コシl矧抑線水穐
4.コシ西幹線水路

5.用木庫蔵取水用水相月やゲート

5.揚水灌漑取水用水位調整ゲート
hl触非岨I
6.揚水灌漑取水工

7湖水礁蔽場末蹄
7.揚水灌漑導水路 腋第二㌢シフ鳩

8.第一ポンプ場

q．耶・ボンイ堀内㍍
9.第一ポンプ場内部 IIl恥－ポンプ嶋叶川‖



「：・蔭幡橿瀧システム

コシ西部灌漑システム

l膚打・」‾‾ノ■t．
11.第二ポンプ場

ほ恥∴ポンプ増I勺誰

12.第二ポンプ場内部

ほ湖應臆欣－一次水飴

13.揚水灌漑一次水路
旺用水馳軋二次水郭Ⅷ川柑＊lI

14.揚水灌漑第二次水（D.1)分水口

15▼甘樟宜亨」一事軌旧購

15.揚水灌漑二次水路（D.1) 仏縄水稚瀧二次水掃IDa
16.揚水灌漑二次水路（D.2）

11濃漁二瑚肋凧肘胸軌助

17.灌漑二次水路（重力式灌漑地区） ほ絹のmlA攣



食糧稔掛如け竜湖柵故蠣什考仰l・1

食糧流通・加工支援体制改善計画関連

LNK：本地カトマンズヵ
1.NFC本部（カトマンズ）

之川町シゲルタ十ガール財珊叫l皿ト九もルパンデヒ勒

2.NFCシダルタナガール食糧倉庫（1,000トン×2、ルバンデヒ県）

1欄rブト川一項溢血It脚け．ルパンナヒ軌

3.NFCブトゥワール食糧倉庫（1,000トン、ルバンデヒ県）
J，幡rナトサ■トル血相倉叫q～柄釆打鍵臓
4．NFCブトゥワール食糧倉庫内精米貯蔵状況

川桁諦亘れ刊粗銅仙即上知嗅′くンケ約

5.NFCネパールガンジ食糧倉庫（1,000トン、バンケ県）

丘肺′トルガンジ舶舶舶n蘭n鉦を1
6.NPCネパールガンジ食糧倉庫内精米施設（0.5トン／時）

プ沖rラシャす一・ル用釆軋効ユ0トン舶l

7.NFCラジャプール精米施設（2.0トン／時）
札岬かジ十二声叫佃緬針叫汀ル腔イ井プル鵬トヰよこ椰l

8.NCラジャプール精米施設（バーボイルド・ライス・プラント）

q帽rごi上す●オーJ吋ホサ凍結枠一斗∵－かたぬトンJiI

9.NFCラジャプール精米施設／セパレーター（2.0トン／時）
地相rラ：二一・‾㍉㌍膵臓刷は軋価



食打沈適・如上封糾粗放削冊拍腔

食糧流通・加工支援体制改善計画関連

Hjシャイ叫柑棚き伽砂肝一丁・V功ナナリ欄鱒印ワ

11.ラジャプール側精米置き場（対岸バルディアへのカルナリ河・・を待つ）

封ヾござンか㌢如晰1Dhlカイチリ的

12.NFCダンガディ食糧倉庫（500トン×2、カイラリ県）

11酌へントナ炬′レ佃的嘲馳恥一搬鮮均し軋サ

13.NFCマヘンドナガール食糧倉庫（・・トン×2、・・トン×1、カンチャプール県）l▲肝Tへンドナガ」ル柵館内綿羊鎗柑

14.NFCマヘンドナガール食糧倉庫内精米施設

はこJ…〃－ル農協禽哩紬′糾L′レケ恥

15.コハルプール農協食糧倉庫（100トン、、バンケ県）
型、ルブール屍払捕果壌仲5トイh

16.コハルプール農協精米機（0.5トン／時）

17杜は去合繊損
17.農協会合風景

ほ舶州入れ一一御畏


	表紙
	目次
	1.　まえがき
	2.　計画の背景
	2.1　国土及び人口
	2.2　国家経済状況
	2.3　農業
	2.4　灌漑

	3.　国営灌漑システム維持管理改善計画
	3.1　背景
	3.2　カンカイ灌漑システムの現状
	3.3　コシ西幹線灌漑システムの現状
	3.4　開発調査の必要性
	3.5　開発調査のスコープ

	4.　食糧流通・加工支援体制改善計画
	4.1　背景
	4.2　開発調査の目的
	4.3　NFCによる流通支援活動の現況
	4.4　開発調査のスコープ
	4.5　開発調査のスケジュール

	添付資料
	1.　TOR（案）　食糧流通・加工支援体制改善計画
	2.　調査団員の経歴
	3.　調査工程表
	4.　主な面談者
	5.　収集資料リスト
	6.　現地写真集




